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ー
わが国での産業組織論の研究は，大旨，外国の基本文献の紹介，導入の形をとってきた
と思われるが，そのなかですでに J.S.ベイン「産業組織論』（宮沢健一監訳，丸善， 1970)
ゃ R.E. ケイヴズ「産業組織論」（小西唯雄訳，東洋経済新報社， 1968)といった主要著
作の観訳もなされた。ところで，このような基本文献においてみられる産業組織論の基本
性格は， ミクロの経済理論とアメリカ産業の実証分析との結合をつうじて，「反独占政策」
に資しうる理論を構築することにある，と思われる。かかる産業組織論の基本性格からす
れば，一方では，わが国の産業組織論の導入段階からの脱皮がこの理論のもつ諸限界を打
破するための（あるいは，この理論を批判的に摂取するための）理論研究の一層の深化に
求められるのはもっともであるが，他方では，わが国産業の実証分析の豊富化，およびこ
の実証研究に触発された新たな問題提起が迫られている，といえよう。
アメリカと同一言語圏にあるイギリスでは，産業組織論の導入が即時的にこのような問
題を惹起していると考えられる。先頃わが国でも魏訳された D.ニードハムの新著「産業
構造の経済分析』（内藤英憲，中山靖夫訳，東洋経済新報社， 1970)は，企業目的と産業
構造（アトンの場合にも言えるが，イギリスの研究では，しばしば， industrialstructure 
という用語が市場構造に近似した概念として用いられている）を縦横の糸とする分析によ
ってこの分野の研究に新たな問題を投げかけている。これに対し， ここで紹介する害物
は，アメリカで展開された産業組織論のフレームワークに依拠しつつ，主に産業集中（本
書では， industrialconcentrationは concentrationin individual industriesの同
義語として用いられているわけではない。したがって産業集中は市場集中のみならず，一
般集中をもふくんでいる）の問題に焦点を合わせてイギリス産業の実証分析を試みてい
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る。著者は，この分析結果をアメリカの産業組織にかんする諸研究から導出された諸結論
と対比することによって，イギリスの産業集中が市場行動，市場成果に及ぽす諸影響を検
討し，産業集中が産業政策においてもつインプリケイションを考察している。かくして，
本書は米英の比較経済論的産業組織論ともいいえよう，このようにみるなら，本書は，直
輸入からの脱皮期にあるわが国の産業組織論的研究にも 1つの方向を示唆するものといえ
よう。さらにまた，本書では産業組織論のフレームワークが平易かつ簡潔に紹介されてお
り，その点では産業組織論の入門書としての役割をも果しえよう。
ただし，本書ではあくまでも集中論の視点から産業組織論に接近しているのであっ
て，市場構造の諸特徴についても集中以外の諸要因は関説されているにすぎない。したが
って，イギリスにおいて参入障壁，生産物差別化等の特徴がどのようなものであり，また
それらの要因が市場行動，市場成果にどのような影響を及ぼすか，という点の実証分析は
本書の課題とはされていない。しかしながら，特定の国の産業活動における独占的要素の
強弱をみる場合の構造上の中心的指標はあくまでも集中の進展度である。その意味からす
れば，集中以外の市場構造上の諸特徴についての立入った検討がないことは，本書の欠陥
となるわけではない。
本書の構成は，まずはじめの 3章が導入部分にあてられ，産業集中にかかわる理論上の
諸問題，および集中測定上の諸問題が検討されている。これに続く 3章では，米英の集中
にかんする諸測定値が検討されており，著者の語るところでは，この部分が本書の核心と
なっている。最後の2章は，産業集中が市場行動・成果に対して及ぽす影響，および産業
集中と産業政策の関連性について，考察されている。ここで先取りして，著者のもつ政策
上の視点について述べておくなら，本書は，基本的には高水準の集中に対する「理論上の
反対論」 (p.11) を提示しつつも，現実には近代産業に対して高集中のもつ利点にも着目
すべきだとの見地をとる。このことは1950年代末からのイギリスの合併運動についても，
政府の政策の「あいまいさ」に懸念の意を表しながらも，合併評価の困難さを強調するこ
とに表われている。もちろん，高集中が市場成果に及ぽす効果については理論上，一義的
な解が得られるものではなく，その政策上の評価についてはアメリカでも反トラスト政策
をめぐる論争にもみられるように，各様の見地がある。しかし，本書で注目すべきことは，
このような現実的視点，ないしは評価の困難さの強調がアメリカ産業の分析から導き出さ
れた産業組織論上の諸結論に立脚するのみならず， イギリス産業のもつ特殊問題—な
かんず<'国内市場の大きさーーによって加重された形で提起されていることである。こ
のような見方は，本書全体においてかいまみられるのであって，要するに，アメリカ産業
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の分析にもとづく産業組織論の一般理論に依拠しながら，米英の国際比較的研究をつうじ
て，イギリスの産業組織でのその具体的形態を把握する，というのが本書の課題である，
といえよう。現行の「反独占政策」への批判も，このようなイギリス産業の実状をふまえ
た上での批判を志向する傾きがきわめて強いことをあらかじめ一言しておきたい。
I 
以下，章を追って内容を粗述するが，その場合，とくにイギリス産業の実態についての
著者の認識に留意していきたい。第1章 (EconomicTheory and Industrial Concentra-
tion) では，著者は， 高度の市場集中によって生じうる望ましくない諸帰結（資源配
分，企業の内部効率， 所得分配における）を指摘し， ここに「独占問題の拡張 (expa-
nded problem of monopoly)」をみる。しかし，この推論はしばしば，主に2つの点で
反論を受けている。第1に，若干の産業では規模の経済性が大きく，高集中なしには効率
的生産が行われないことであり，第2に，この推論が静態的枠組での分析にもとづいてお
り，例えばJ.K. ガルプレイスのいうように，技術進歩率に対して集中が及ぽす効果はほ
とんど無視されていることである。著者によれば，規模の経済性と革新というこの2つの
側面は，高度の市場集中の先述の不利益とあいまって，政策上のジレンマを構成する。
このような論点を受けて第2章 (FactorsContributing to Industrial Concentration 
and its Maintenance⑪ er Time)は，集中水準に影響を及ばす諸要因について，これを
「肯定」的要因 (1)大規模フ゜ ラントの経済性， (2)大規模複数プラント企業の経済性， (3)研
究開発と近代工学）と「否定」的要因 (4)新競争への障壁， (5)独占行為とカルテル行為）
に分けて考察している。 (1)については，最適フ゜ラントの規模とともにその産業の市場規模
が問題にされる。この点では，著者のあげている鉄鋼業の例は興味がある。すなわち，イ
ギリスでは最適工場の生産能力は，国内総能力の50%に及び，効率的な工場規模と非集中
的な市場構造との間には矛盾があるが，アメリカの市場規模では規模の経済性と比較的非
集中的な市場構造とが相い応じうる， という。これに対し， (2)の場合には実証上の困難
—ーベイン式のエンジニアリング・データでは大企業の経済性は測定し難い—がとくに
問題となる。 (3)についても著者は，実証上の決め手がないことに留意しつつ論をすすめ
る。まず，企業規模と技術進歩の関係については，研究開発の outputと inputの両側
面にわたり， E.マンスフィールドやJ.s. シュモクラーの実証を紹介し，それらの実証が
全く試論的なものではあるが肯定的解答を与えているとみる。他方，市場構造との関係で
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はガルプレイスの見解とそれに対する批判を紹介したうえで，非常に低い集中水準の産業
を除けば集中水準と技術進歩の間の関係は多様であり，その間の系統的相関をみだす仮説
は支持しえない（ただし，若干の重要産業では，革新過程が集中増進に対して影響を及ぼ
す可能性がある），と結論する。
ところで一定の集中水準は参入障壁がある場合には固定化する傾きがあるが， (4)では，
本書は参入障壁を構成する諸要因についての初歩的知識を提供している。これらの要因の
なかでは，費用の絶対的優位性を説明する実例として，イギリスのマッチ製造機械業の支
配的企業と外国会社との協定をあげていることは注目に価しよう。 (5)については，その積
極的な弊害とともに，これらの行為が参入を阻止する効果をも持つ，といった消極的な効
果をも指摘している。例えば，イギリスのセメント産業では「低利潤率を犠牲として『静
かな生活」を買っている」 (p.33)と言われる。
第3章 (Measuresof Concentration)では種々の集中測定法の意義と欠陥について述
ペている。まず，市場集中概念にかんする項では，センサス産業と理論上の産業との異同
が問題にされる。続く諸項では，集中測定法の2つのタイプ（絶対的測定法と不均等性測
定法）のメリットとデメリットが検討されるが，著者は，この2つのタイプの慎重な結合
的利用の有効性を指摘している。
第 4章 (overallconcentration)では，一般集中のデータについてはともかくとして，
企業規模の絶対的大きさの重要性にかんする本書の見解を紹介しておく必要があろう。こ
こであげられているのは， (1)政治的効果， (2滋灌gの意志決定における官僚性， (3)所有と支
配の分離による一層大きな支配集中，(4)多角化による経済力である。このうち(3)では，本書
はP.S.フローレンスにしたがって，一般集中が支配の集中度を隠蔽する可能性がある，
との見解をとっている。 (4)は，長期利潤極大化政策の一部として多角化が行われることに
よって，資源配分に及ぽす市場の影響が中立化される，との見方をしているほか，さらに
相互購入 (reciprocalpurchases)による専門供給者に対する譲歩の強制，多角企業間に
みられる相手方の有利な市場での企業活動の自制，といった競争抑制的効果についても指
摘する。なお，企業規模の絶対的大きさと多角的産出高との関連性については， L.R.ア
ーミイの研究を引用して，イギリスでも大規模企業ほど多角化の程度も大きくなることが
示されている。
第 5章 (MarketConcentration)。市場集中の実証研究に際して問題になるのは，寡占
的相互依存性をもたらすような（ないしは，そのなかでも共同利潤極大化政策を可能にす
るような）集中度はどの程度のものか，という点である。すなわち，「集中水準の分岐点」
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の問題である。この問題の検討に際しては，上位何社集中度といったものだけではなく，
小企業の周辺部分の役割をも考慮に入れた「ヨリ拡充された集中度概念」 (p.39)が必要
である。本書は，この課題を果すために， R.I.ェヴリと I.M.D.リトルの研究（この研究
を扱ったものとしては， わが国では山田秀雄「イギリス産業における集中」，一橋大学
国済研究』 Vol.1, No. 4がある）に散在する諸資料に依拠して， 3社集中度のほか
に，企業の規模比率（上位3企業の平均規模+3企業以外の平均規模）．産業内の企業数
といった追加的指標を用い，イギリス産業の市場構造を集中寡占，非集中寡占，競争産業
に3分類している。この分類によれば，集中寡占は被調査産業全体の雇用者数の30彩にの
ぼることになる。ところで著者は，この3分類をC.ケイゼンと D.F.ターナーの3分類
（上位8企業と上位20企業の集中度の組み合わせによる） と対比して， 米英両国におい
て，主に製造業の比較的多くの部分が寡占もしくは集中寡占の諸特徴をもっていること，
また，競争部門はアメリカの方がヨリ優位であることを指摘している。ただし，この2つ
の3分類は分類基準が異なるうえに，米英比較にかんするその結論は，市場集中の米英比
較を試みた他の研究と必らずしも一致するわけではない。かくして，本書の結論はイギリ
スの方が市場規模が小さく， また反トラスト政策が弱いにもかかわらず． 「イギリスの方
が高集中であるとはとうてい言いえない」 (p.82), ということになる。
第6章 (Changesin Concentration over Time)は， 集中水準の長期趨勢を扱う。ま
ず製造業部門の一般集中では両国とも. 19世紀末から 1960年代初頭までの期間をつうじ
て，上向→第2次大戦中・直後の下向→1950年代以降の再上向．というかなり似たパター
ンがみられた。ただし， 1950年代以降についてはイギリスの方がずっと急速な上昇を示し
ていることが特徴的である。なお，一般集中の趨勢については，非集中的な部門の一国経
済全体での重要性の低下を反映する可能性が大きいことは注意する心要がある。
これに対し，市場集中については，古いデータの不十分さ・不正確さ（とくにイギリス
で著しい）に加えて，長期趨勢の測定には多くの困難が伴う。第1に上位3企業集中度が
同一であっても 3企業内の順位が変化しうるし，また， 3企業が同一企業ではないかもし
れない。このような順位と同一性の相違は，その産業の競争的性格に変化を及ぽしうる。
第2に，センサス産業の定義が変化する。第3に，特化率（センサス産業総産出高のうち
その産業の主要生産物がしめる割合）と専門化率（主要生産物産出高のうち特定産業で生
産される割合）も変化しうるのであって．このことによってセンサス産業の集中度がもつ
意義は時点によって異なることになる。これらの難点に留意しつつ，本書では20世紀初頭
以後の実証デークが示される。これによると,1950年代初頭までは，米英とも市場集中の
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一般的上向傾向を見出しえないが， 50年代以降の市場集中は，アメリカではかなり安定的
であるのに対し，ィギリスでは多くの製造業で著しい上昇がみられる。著者は，このよう
な最近の市場集中の対照的動向がイギリス政府の政策上の姿勢によってさらに助長される
であろう，という。
第 1章 (MarketConcentration and Market Behaviour and Performance)。本章で
の市場行動にかんする記述は，もっぱら，イギリスの高・中位集中産業で最近みられた価
格設定行動について，これを完全共謀と暗黙の共謀（例えば，価格先導性）の 2つのパタ
ーンに類別して示している。ここでの要点は，イギリスでは完全共謀の調査と統制がすす
められたのはこの20年程であるが，アメリカ（完全共謀のほとんどが今世紀初頭以来，当
然違法とされている）の経験からすれば，高集中産業ではたとえ協定が規制されても，そ
れに代ってこれに似た結果を生み出す別の行動形態（価格先導性等）が普及することにな
るであろう，との予測にある。しかし，著者の見解によれば，暗黙の共謀は，いずれかと
いえば完全共謀よりは望ましいのであって，そのもとでは「かくれた」価格競争の機会が
より多く （価格先導者が最も効率的な生産者でない場合とくに多い）， また排他的取引や
総合リベート制といった協定を伴う傾きもない。
市場成果については，配分成果と革新成果に限定した論述が行われている。配分成果は
超過利潤の存在によって反映されるが，本書では，独占委員会 (MonopoliesCommission) 
の調査にもとづき，高集中産業の支配的企業をいくつかとりあげ，その高利潤の原因を究
明している。その結果は，効率企業の市場支配力，新技術の開発・応用，販売促進競争に
よる参入障壁の形成等の多様な原因によって，高利澗が生じうる，ということである。し
かるに， 諸産業のクロス・セクショナル・データでは， P.E. ハートの研究がイギリス
で唯一のものであるが，これによると集中水準と収益性には連続的関連性が乏しい。とは
いえ，非連続的な関連性の存在する可能性はあるのであって，本書でもアメリカ産業にか
んするベインの研究をも取り上げ，その可能性を示唆している。革新成果では，米英比較
にかんする若干の研究によれば研究・開発面での支出を促進するためにイギリスが一層の
合併，もしくは独占を必要としているとはいえない，という。
本書の結論部分である第 8章 (PolicyApproaches to Industrial Concentration)は，
この20年間のイギリスの反独占政策の経緯とそこで生じた諸問題とを提示している。ま
ず，高水準の集中の調査と統制にかんする項では，支配的企業の諸政策が公益にみあって
いるかどうかの指針が Monopoliesand Restrictive Practices Act (1948)にはほとん
ど示されていないことに第1の問題が見出される。この法では，総供給の％以上が単独企
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業，もしくは競争制限的な協定に参加する企業によっているような産業を調査対象とする
旨の規定があるが，この％の基準そのものが便宜上設定されているにすぎず，経済理論上
の根拠をもつわけではない。第2の問題は，少数企業の市場支配が独占行為を伴う場合の
改善策にかんして生じる。イギリスでは1965年の Monopoliesand Mergers Act以後，
支配的企業の分割にかんする条項がもうけられているが，これは巨大な市場規模をもつア
メリカでさえ1911年以降その実施が躊躇されている。また，株式の剥奪についてもイギリ
スで委員会の勧告にとり入れられたことは1度しかなく，しかもこの実行は商務省が拒絶
している。要するに， ドラスチックな改善策を委員会が勧告する可能性はまずない（それ
とともに，委員会の少数派の見解として，競争維持策とは異質な国有化が提案されている
ことは興味深い）し，もし勧告されたとしても商務省がこれを受け入れないであろう，と
いうのがイギリスの独禁政策の現状である。著者はこの実状について，イギリスでは国際
収支問題によって選択的関税引き下げが改善策たりえないがゆえに，それだけ競争維持の
ための積極的手段が重要である，との提言を行っている。
企業の内部成長による集中増は，合併による場合よりは非効率を伴う可能性が小さいと
思われる。合併対策の項では，著者は， 1965年法が「必らずしも市場集中を上昇させるこ
となく，一般集中を上昇させうる合併」 (p.115) をも対象となしうることに特別の注意
を払っている。同法では 500万ポンド以上の資産の吸収が調査されることになるが，この
ことは，垂直的もしくは凝集的合併による絶対規模の増大が望ましくない帰結をもたらし
うる，との認識によっている。このことはセーラー法制定後のアメリカと似た傾向を示す
のであるが，委員会の調査範囲が拡大したとはいえ，反トラスト政策の伝統の相違，市場
規模の相違を考え合わすなら，アメリカ的合併政策がイギリスでも展開するとは期待しえ
ない，と著者はいう。
著者は冒頭にもみたように合併評価の困難さ（例えば，多くの合併がメリットとデメリ
ットを合わせ持つとか，合併評価が過去の経験によってではなく，競争，需要，技術進歩率
等の将来の状態によってなされるぺきだといった）をみとめるとともに，例えば I.R.C.
(1966年設立）が大企業間の合併を促す，といったような政府の政策の「あいまいさ」を
も指摘する。これに対しては著者は間接的ではあるが，一般的に言って大企業間の合併で
期待しうるのは「企業規模の経済性」であるが，このような経済性を実証するデークは乏
しく，しかもこの乏しいデータによるとしても，この経済性は大したことはない，との批
判を加えている。かくして， I.R.C.に促されたものを含めて大企業間の合併にはヨリ厳格
な調査がなされるべきである，というのがここでの結論となる。
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本書の概要は上述のとうりであるが，これでみても分るように，産業組織論の諸手法を
利用するに際して，イギリス産業の実態把握からでてくる問題意識に立脚せんとする視点
をきわめて強くもっていることに本書の特徴を求めることができよう。この分野での研究
（とくに日本の産業組織の実態把握）に関心をもつ本誌の読者諸氏に本書の一読をすすめ
るゆえんである。 一ー安喜博彦ー一
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